
 

 

平成 25 年 8 月 9 日 

 各   位 

                     会 社 名 ヘリオス テクノ ホールディング株式会社 

                     代表者名 代 表 取 締 役 社 長   斉 藤 定 一 

                          （コード番号： 6927 東証第１部） 

                     問合せ先 取締役統括管理部長   川 坂 陽 一 

                          （ Ｔ Ｅ Ｌ  0 7 9 - 2 6 3 - 9 5 0 0 ） 

 

 

完全子会社間の合併に関するお知らせ 

 

 当社は平成 25 年 8月 9日開催の取締役会において、当社の完全子会社である株式会社日本技術セン

ターと、同じく当社の完全子会社である株式会社関西技研が合併することについて決議いたしました

ので、お知らせいたします。なお、本合併は、完全子会社間の合併であるため、開示事項・内容を一

部省略して開示しております。 

 

記 

１．合併の目的 

 当社グループの株式会社日本技術センター及び株式会社関西技研は、設計請負、技術者派遣を中心

に事業を展開しております。この度、両社が持つ技術力及びノウハウを結集し、より一層の事業の拡

大を図ることを目的として、本合併を行うことを決定いたしました。 

 
２．合併の要旨 

 (1) 合併の日程（合併当事会社） 

   合併契約承認取締役会            平成 25 年 8 月 9日 

   合併契約締結日               平成 25 年 8 月 9日 

   合併承認株主総会（株式会社関西技研）    平成 25 年 8 月 9日 

   合併期日（効力発生日）           平成 25 年 10 月 1 日（予定） 

   ※株式会社日本技術センターは、会社法第 796 条第 3 項の規定に基づき、株主総会の承認を要

しない簡易合併の手続により、本合併を行う予定です。 

 

 (2) 合併の方式 

   株式会社日本技術センターを存続会社、株式会社関西技研を消滅会社とする吸収合併を予定し

ています。 

 



 

 

 

 

 (3) 合併に係る割当の内容 

   この度の合併は、当社の完全子会社間において行われるため、本合併による新株式の発行及び

合併交付金の支払いはありません。 

 

 (4) 消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

   該当事項はありません。 

 

３．合併当事会社の概要 

(1) 商    号 
株式会社日本技術センター 

（存続会社） 

株式会社関西技研 

（消滅会社） 

(2) 事 業 内 容 
産業機器製造、設計請負、 

技術者派遣 
設計請負、技術者派遣 

(3) 設 立 年 月 日 昭和 42 年 5月 6日 昭和 57 年 1月 12 日 

(4) 本 店 所 在 地 
兵庫県姫路市東延末 4丁目 

73 番地 

兵庫県姫路市広畑区西蒲田 

1690 番地 

(5) 代表者の役職・氏名 代表取締役 竹中 隆 代表取締役 竹中 隆 

(6) 資 本 金 の 額 6,400 万円 2,910 万円 

(7) 発 行 済 株 式 数 48,728 株 582 株 

(8) 決 算 期 3 月 31 日 12 月 31 日 

(9) 大株主及び持株比率 
ﾍﾘｵｽ ﾃｸﾉ ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ株式会社 

 100％ 

ﾍﾘｵｽ ﾃｸﾉ ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ株式会社 

 100％ 

(10)  直前事業年度の財政状態及び経営成績（単位：千円） 

純 資 産 202,320 191,909 

総 資 産 1,070,466 294,133 

１株当たり純資産(円 ) 4,152.04 329,741.29 

売 上 高 2,333,973 228,868 

営 業 利 益 39,769 5,908 

経 常 利 益 34,224 10,813 

当 期 純 利 益 45,932 2,769 

１株当たり当期純利益(円) 942.62 4,758.77 

   

 



 

 

 

 

４．合併後の状況 

(1) 商    号 株式会社日本技術センター 

(2) 事 業 内 容 産業機器製造、設計請負、技術者派遣 

(3) 本 店 所 在 地 兵庫県姫路市東延末 4丁目 73 番地 

(4) 代表者の役職・氏名 代表取締役 竹中 隆 

(5) 資 本 金 の 額 6,400 万円 

(6) 決 算 期 3 月 31 日 

 

５．今後の見通し 

本合併は、当社の完全子会社間において行われるため、当社の連結の業績に与える影響は、軽微

であります。 

 

以  上 


